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特に津山市の認知症施策について

 津山市医師会　平井　龍三

　津山市での地域包括ケアは、医師会で平成26年度から立ち上げた在宅医療連携拠点
事業で開始された。この事業で地域包括ケアの大まかな形を作り上げ、平成28年度よ
り津山市へ事業を引き継ぎ、現在は医師会としてそれに全面的に協力するという形を
とっている。その中で認知症施策としては、津山市認知症地域包括ケア会議を中心に
動いている。同会議では認知症になっても本人の意思が尊重され、地域で安心して生
活ができることを大目標とし、現在市内に約6,000人登録している認知症サポーター
や認知症キャラバンメイトを中心に市内各地域での講話や研修会を開催し、地域住民
の認知症への理解を深めていただいている。また、見守り体制強化として個々の地域
で小地域ケア会議を開催し、問題点を地域の方と共有することと市内各企業との見守
り協定強化を行っている。認知症を発症した個人や認知症を抱える家族への支えとし
ては、初期支援チームの活動を中心に家族会の開催や認知症カフェ（６カ所）を開催
している。
　また、これは施策ではないが、津山市は美作地方の中心として2014年11月岡山県よ
り指定を受けて、積善病院内に『みまさか認知症疾患医療センター』を開所している。
現在認知症疾患医療センター内に美作、真庭地域を含む各地域医師会、保健所より構
成された『みまさか認知症医療推進会議』を立ち上げて活動している。同会議は新オ
レンジプランにのっとり、認知症の容体に応じた適時適切な医療や介護の提供を、認
知症の人やその家族の視点を重視して行うこととした。実際には個々の患者様に関し
ては、各医療機関や地域包括センターよりみまさか認知症疾患医療センターへダイレ
クトの電話・Faxを設置し、緊急時などには医療機関や地域包括センターから専門医に
直接連絡して指導を仰ぐことができるようにしている。またセンターとしてはアウト
リーチを重視することとして、各地域の初期支援チームと共に患家へ専門医の訪問を
お願いしている。地域の人材育成としては、かかりつけ医や認知症サポート医への研
修会を開催している。更に医療機関スタッフやケアマネージャー、岡山県認知症ケア
専門士を対象として認知症の方の人権を守り、いかに対応するかを検討するため、稲
葉一人中央大学教授による４分割法臨床倫理法の講習会を年間３回ほど行っている。
　先日、認知症初期支援チームより平成27年度に関わった15件の症例分析が発表され
た。初期支援チームとしては『初期』という言葉を、認知症の初期ではなく、まず初
めてチームと関わったということとして対応したが、全ての例で認知症がかなり進ん
だ後、問題行動が悪化する急性憎悪期での連絡であった。その他の疾病として医療機
関で治療を受けているが、かかりつけ医が認知症の存在に気づいていない例も見られ
た。家族や近所の人はその方が問題行動のある認知症であることに気づいていたが、
本人に言い出しにくく我慢していた例、同居配偶者が認知症であった例、知的障害の
ある子どもさんが同居されており、よく言われる認認介護の状態であった例などの悲
惨な状態が見られた。医師会として初期対応チームへの協力は全力で行わなければな
らないが、個々の医療現場としては十分注意して診察し、認知症の患者様を見逃さず、
適切な医療や介護に結びつけるようにする必要がある。介護スタッフからの情報など
も更に注意深く収集して診療を行わなければならないと反省するところでした。
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がん検診と医療紛争
　平成27年６月に政府は『がん対策加速化プラン』の策定を指示。
　がん対策基本計画の見直しが行われています。この中でがん検診の在り方が問
われているのは周知のとおりです。
　平成23年度までにがん検診受診率を50％以上にする目標に対して、依然、諸外
国との比較においても低率で30％未満といわれています。一方、がん検診におけ
る見落としに対する訴訟も少なからず発生しています。がん検診の精度向上の目
的で近年の診断技術の進歩に着目し、昨年９月に乳がん検診と胃がん検診におい
て以下の提言がなされました。

乳がん検診項目に関する提言
１）検診方法
　○マンモグラフィによる検診を原則とする。
　○ 視触診については死亡率減少効果が十分ではなく、精度管理の問題もあるこ

とから推奨しない。仮に視触診を実施する場合は、マンモグラフィと併用す
ることとする。

　○ 超音波検査については、特に高濃度乳腺の者に対して、マンモグラフィと併
用した場合、マンモグラフィ単独検査に比べて感度及びがん発見率が優れて
いるという研究結果が得られており、将来的に対策型検診として導入される
可能性がある。しかしながら、死亡率減少効果や検診の実施体制、特異度が
低下するといった不利益を最小化するための対策等について、引き続き検証
していく必要がある。

２）対象年齢
　○40歳以上とする。
３）検診間隔
　○２年に１度とする。

胃がん検診項目に関する提言
１）検診方法
　○胃部エックス線検査又は胃内視鏡検査とする。
　○ ペプシノゲン検査及びヘリコバクター・ピロリ抗体検査については、胃がん

のリスクの層別化ができることで、リスクに応じた検診が提供でき、検診の
対象者の絞り込みにおいても、有用な方法となりうるが、死亡率減少効果の
エビデンスが十分ではないため、胃部エックス線検査や胃内視鏡検査と組み
合わせた検診方法の構築や死亡率減少効果等について、引き続き検証を行っ
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